
 

都道府県議会議員の選挙制度の見直しを求める意見書 

 

公職選挙法では、都道府県議会議員の選挙区の人口が議員一人当たりの人口の

半数未満となった場合は、隣接する他の市町村の区域と合わせて一選挙区を設け

るものとされている。その一方で、昭和４１年１月１日現在に設けられている選

挙区については、その人口が議員一人当たりの人口の半数未満となった場合であ

っても、当分の間は、当該区域をもって一選挙区を設けることができるとされて

いる。 

都道府県議会議員には、県民全体を代表する立場であると同時に、特定の選挙

区から選出された地域代表という側面があり、県議会には、人口較差に留意しつ

つも、地域の実情をしっかりと県政に反映することができる選挙区を設定するこ

とが求められている。 

現行の都道府県議会議員の選挙制度は人口比例を最も重要な基準としているが、

少子高齢化や人口減少の加速化により、都市部と非都市部では人口動態や行政課

題に大きな差異が生じている。そのため、人口要件のみで選挙区を定めることは、

地域によっては住民の声を県政に十分反映できなくなり、県議会議員の地域代表

としての機能が損なわれるおそれがある。 

全国都道府県議会議長会の「都道府県議会選挙区制度研究会報告書」（令和８年

７月）によると、今後、全国で強制合区の可能性がある都道府県議会は、 

２０２０年の５議会から２０５０年には２７議会へと急増するとされている。 

人口が少ない地域の住民の意見を県政に反映させるためには、公職選挙法の強

制合区の基準に柔軟性を持たせるなど選挙制度の見直しを図っていくべきである。 

よって国会及び政府は、投票価値の平等に十分配慮しつつ、人口、地理的条件、

行政区域、地域社会の一体性など、それぞれの地域の実情を踏まえ、都道府県議

会議員の選挙区をより柔軟に設定できるよう、法改正も含め、選挙制度の見直し

を強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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